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１ 目的                     
越前町財政健全化計画（以下「健全化計画」という。）は、時代の進展や社会情勢の変

化に伴う多種多様な行政ニーズへの対応、平成２７年度から始まる普通交付税の合併算

定替の段階的縮減及び合併算定替適用期間終了に伴う平成３２年度からの一本算定によ

る普通交付税の大幅な減少による歳入の減少等の本町を取り巻く厳しい財政状況を踏ま

え、自ら財政の現状、課題、健全化目標及び健全化方策を示し、財政健全化に取り組む

ことを目的とします。 

 

 

２ 基本方針                   
これまでの越前町の財政状況は、町債の計画的発行と繰上償還による公債費の縮減、

指定管理者制度の導入による公の施設の管理運営の民営化等の行財政改革への取り組み

や普通交付税が合併算定替の保障期間中であったことなどにより、合併時に悪化してい

た財政比率は年々改善し、現時点では良好な数値を維持しています。 

しかし、今後の財政状況を見通したとき、現在の財政運営を継続していたのでは、普

通交付税の大幅な減少等により、平成２７年度以降の財政運営では大きな収支不足が見

込まれ、一気に財政状況の悪化を招くことになります。このため、財政健全化の不断の

取り組みが必要です。 

財政健全化は、まちの発展を支え次代に引き継ぎます。このため、健全化計画による

財政健全化の基本方針は、次のとおりとします。 

 

健健全全でで持持続続可可能能なな自自治治体体経経営営のの実実現現  

 

 

３ 計画期間                   
健全化計画の計画期間は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 
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４ 財政の現状と課題               
⑴ 決算規模 

普通会計の決算規模は、歳入が約１４０億円から約１５０億円、歳出が約１３０億円

から約１４０億円、歳入歳出差引が約７億円から約１０億円までの間で推移しています。 

決算規模の推移             （単位：百万円） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

歳 入 16,536 14,761 14,276 14,664 13,961 15,167 14,239 13,851 13,687 

歳 出 15,745 14,054 13,547 13,676 12,975 14,305 13,191 12,761 12,791 

歳 入 歳 出 差 引 791 707 729 988 986 862 1,048 1,090 896 

翌年度繰越財源 16 108 10 317 83 81 197 262 182 

実 質 収 支 775 599 719 671 903 781 851 828 714 

単 年 度 収 支 70 ▲ 176 120 ▲ 52 232 ▲ 122 70 ▲ 23 ▲ 114 

財政調整基金積立金 1 3 203 2 271 1 391 426 416 

繰 上 償 還 額 0 574 968 252 62 734 0 0 0 

財政調整基金取崩額 0 500 723 170 0 0 0 0 0 

実質単年度収支 71 ▲ 99 568 32 565 613 461 403 302 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

歳出は、平成２４年度１団体当たり決算額を類似団体平均と比べると１．２倍、平成

２４年度人口１人当たり決算額を類似団体平均と比べると 1.５倍と大きくなっています

ので、予算規模の抑制が必要です。 

歳出 

平成２４年度 1団体当たり決算額 

越前町 A 類似団体平均 B 対比 Á/B 

12,760,741千円 10,883,165円 1.2 

平成２４年度人口１人当たり決算額 

越前町 A 類似団体平均 B 対比 Á/B 

540,618円 355,572円 1.5 

普通会計決算規模の推移 
（百万円） 
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⑵ 歳入 

町税は約２１億円から約２５億円で推移し、歳入合計に占める割合は２０％弱となっ

ています。 

地方交付税は約６０億円から約６５億円で推移し、歳入合計の約５０％を占めていま

す。 

歳入の推移              （単位：百万円） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

町 税 2,061 2,108 2,535 2,454 2,281 2,219 2,349 2,314 2,299 

地 方 譲 与 税 230 348 143 138 132 128 126 119 113 

交 付 金 392 377 330 311 299 296 288 258 273 

地 方 交 付 税 6,433 5,896 5,818 5,954 6,263 6,541 6,798 6,494 6,450 

 普通交付税 5,216 4,871 4,842 5,029 5,324 5,547 5,789 5,572 5,563 

特別交付税 1,217 1,025 976 925 939 994 1,009 922 887 

分担金・負担金 132 137 145 152 150 155 146 159 151 

使用料・手数料 308 298 294 284 266 224 231 232 229 

国 県 支 出 金 1,722 1,469 1,906 2,347 2,285 3,095 2,173 1,671 2,098 

財 産 収 入 36 78 108 120 147 110 123 143 101 

寄 附 金 0 10 1 4 2 3 21 1 1 

繰 入 金 382 1,303 1,225 322 67 155 64 81 60 

繰 越 金 740 791 707 728 987 986 862 1,048 1,090 

諸 収 入 357 334 339 373 277 328 425 295 294 

町 債 3,743 1,612 725 1,477 805 927 633 1,036 528 

 
普通建設・災害復旧事業債 1,048 1,342 505 1,277 520 858 554 512 200 

臨 時 財 政 対 策 債 558 270 220 200 280 0 0 465 311 

歳 入 合 計 16,536 14,761 14,276 14,664 13,961 15,167 14,239 13,851 13,687 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

財政収支は、歳入の約５０％を占める地方交付税の動向により大きく左右されますの

で、今後の地方交付税の動向に対処するための対策が必要です。 

歳入の推移 （百万円） 
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⑶ 歳出（性質別） 

① 義務的経費 

人件費は、約２０億で推移し、歳出の２０％弱となっています。 

扶助費は、少子高齢化の進展や障害サービスの拡充により年々増加し、１０年間で

約１．７倍となっています。 

公債費は、町債の計画的発行や繰上償還により平成１９年度をピークに減少し、歳

出合計の約１５％となっています。 

義務的経費の歳出合計に占める割合は、約４０％となっています。 

歳出（性質別）義務的経費の推移         （単位：百万円） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

人 件 費 2,071 2,043 2,054 2,014 2,056 1,961 2,115 2,011 1,999 

 うち職員給 1,471 1,439 1,440 1,415 1,392 1,339 1,327 1,344 1,372 

扶 助 費 1,017 1,098 1,163 1,172 1,224 1,569 1,615 1,683 1,715 

公 債 費 2,369 2,784 2,917 2,293 1,999 2,618 1,890 1,781 1,812 

 元利償還金 2,369 2,783 2,917 2,292 1,999 2,618 1,890 1,781 1,812 

一時借入金利子 - 1 - 1 - - 0 0 - 

合 計 5,457 5,925 6,134 5,479 5,279 6,148 5,620 5,475 5,526 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

人件費は、平成２４年度人口１人当たり決算額を類似団体平均と比べると約１．４倍

と大きくなっていますので、人件費の抑制が必要です。 

公債費は、平成２４年度人口１人当たり決算額を類似団体平均と比べると約２．２倍

と大きくなっていますので、公債費の抑制も必要です。 

費目 
平成２４年度人口１人当たり決算額 

越前町 C 類似団体平均 D 対比 C/D 

人件費 85,201円 59,734円 1.4 

公債費 76,777円 34,573円 2.2 

 

歳出（性質別）義務的経費の推移 （百万円） 



 

- 5 - 

② 投資的経費 

普通建設事業費は、約１７億円から約２５億円で推移し、各年度で増減があります

が、平成２３年度以降は２０億円を下回っています。 

投資的経費の歳出合計に占める割合は、約２０％となっています。 

歳出（性質別）投資的経費の推移         （単位：百万円） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

普通建設事業費 2,475 2,779 2,346 3,119 2,152 2,969 1,938 1,825 1,691 

災害復旧事業費 24 116 65 6 0 12 26 16 117 

合 計 2,499 2,895 2,411 3,125 2,152 2,981 1,964 1,841 1,808 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

普通建設事業費は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間平均の人口１人当た

り決算額を類似団体平均と比べると約１．９倍と大きくなっていますので、施策の重点

化と事業費の平準化により、財政規模に見合う普通建設事業費の計画的な実施が必要で

す。 

費目 年度 
人口１人当たり決算額 

越前町 E 類似団体平均 F 対比 E/F 

普通建設事業費 

平成 20年度 128,196円  52,308円  

平成 21年度  89,063円  55,958円  

平成 22年度 123,742円  59,338円  

平成 23年度  81,854円  42,839円  

平成 24年度  77,323円  46,819円  

5 年間平均 100,036円  51,452円 1.9 

 

 

 

 

歳出（性質別）投資的経費の推移 （百万円） 
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③ その他の経費 

物件費は、約１４億円から約１５億円で推移し、歳出合計の約１０％となっていま

す。 

補助費等は、約１６億円から約１８億円で推移し、歳出合計の約１５％弱となって

います。 

繰出金は、約１６億円から約１７億円で推移し、歳出合計の約１５％弱となってい

ます。 

その他の経費の歳出合計に占める割合は、約４０％となっています。 

歳出（性質別）その他の経費の推移         （単位：百万円） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

物 件 費 1,714 1,561 1,425 1,403 1,424 1,417 1,476 1,498 1,439 

維 持 補 修 費 206 134 128 126 136 203 158 172 136 

補 助 費 等 1,548 1,656 1,604 1,823 1,938 1,781 1,661 1,646 1,668 

 一部事務組合 641 677 685 627 633 604 675 627 630 

そ の 他 907 979 919 1,196 1,305 1,177 986 1,019 1,038 

繰 出 金 1,670 1,697 1,552 1,596 1,622 1,655 1,666 1,611 1,705 

投資・出資金・貸付金 424 146 47 44 42 42 42 42 42 

積 立 金 2,227 40 246 80 382 78 604 476 467 

合 計 7,789 5,234 5,002 5,072 5,544 5,176 5,607 5,445 5,457 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

物件費は、平成２４年度人口１人当たり決算額を類似団体平均と比べると約 1.２倍と

なっていますので、毎年度継続して支出される経常的な物件費の削減が必要です。 

補助金等及び繰出金は、平成２４年度人口１人当たり決算額を類似団体平均と比べる

と約１．７倍と大きくなっていますので、補助金・交付金・負担金の見直し及び公営企

業会計への繰出金の削減が必要です。 

費目 
平成２４年度人口１人当たり決算額 

越前町 G 類似団体平均 H 対比 G / H 

物件費 63,469円 50,978円 1.2 

補助費等 69,716円 40,849円 1.7 

繰出金 68,235円 39,521円 1.7 

歳出（性質別）その他の経費)の推移 （百万円） 
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⑷ 歳出（目的別） 

民生費は、少子高齢化の進展に伴う子育て・医療・介護等の社会保障経費の伸びによ

り年々増加しています。 

公債費は、平成１８年度から平成２２年度までの各年度で町債の繰上償還により決算

額が大きくなりましたが、平成２３年度以降は町債現在高の縮減により減少しています。 

歳出（目的別）の推移           （単位：百万円） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

議 会 費 139 142 136 134 117 116 153 133 106 

総 務 費 3,442 1,222 1,714 1,327 2,020 1,851 2,015 2,272 1,780 

民 生 費 2,756 2,500 2,493 2,572 2,677 3,004 3,091 3,133 3,193 

衛 生 費 758 866 792 895 753 851 884 926 940 

労 働 費 98 90 49 44 64 91 77 78 54 

農 林 水 産 業 費 1,227 1,157 1,108 1,164 1,228 1,414 1,162 1,005 1,070 

商 工 費 693 667 521 659 614 587 466 572 506 

土 木 費 1,737 1,614 1,333 1,319 1,376 1,397 1,286 1,155 1,364 

消 防 費 418 493 541 681 605 651 735 475 441 

教 育 費 2,084 2,403 1,878 2,582 1,522 1,713 1,406 1,215 1,408 

災 害 復 旧 費 24 116 65 6 0 12 26 16 117 

公 債 費 2,369 2,784 2,917 2,293 1,999 2,618 1,890 1,781 1,812 

諸 支 出 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 15,745 14,054 13,547 13,676 12,975 14,305 13,191 12,761 12,791 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円） 歳出（目的別）の推移 
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⑸ 基金現在高 

財政調整基金現在高は、平成１８年度から平成２０年度まででは、町債の繰上償還及

び収支不足額の補てん財源として約１４億円の取崩し等により減少しましたが、平成 

２１年度から平成２５年度まででは、約１５億円の歳計剰余金の積立てにより増加に転

じています。 

地域振興基金は、平成１７年度に合併特例債を財源として積立て、平成２５年度末で

約２３億円を保有しています。 

基金現在高の推移            （単位：百万円） 

区 分 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 

財 政 調 整 基 金 1,767 1,271 751 583 854 855 1,246 1,671 2,088 

減 債 基 金 610 38 39 39 39 39 199 199 199 

地 域 振 興 基 金 2,219 2,244 2,244 2,248 2,300 2,302 2,302 2,302 2,302 

その他特定目的基金 1,458 1248 790 720 711 636 627 597 1,458 

合 計 6,054 4,801 3,824 3,590 3,904 3,832 4,374 4,769 5,177 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

財政調整基金及び減債基金は、平成２４年度末人口１人当たり現在高を類似団体平均

と比べると約 1.２倍となっていますが、今後、財政調整基金は、普通交付税の合併算定

替の段階的縮減及び一本算定による大幅な減少による財源不足に備え、減債基金は、町

債の繰上償還の財源を確保するため、更なる積立てが必要です。 

基金名 
平成２４年度末人口１人当たり現在高 

越前町 I 類似団体平均 J 対比 I/J 

財政調整基金 

及び減債基金 
79,224円 65,034円 1.2 

 

 

（百万円） 基金現在高の推移 



 

- 9 - 

⑹ 町債現在高 

町債現在高は、普通会計において平成１８年度から平成２２年度までで約２６億円の

繰上償還や全会計において町債の計画的な発行により年々減少し、平成１７年度末では

約３６５億円でしたが、平成２５年度末では約２２５億円となっています。 

町債現在高の推移            （単位：百万円） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

普 通 会 計 19,913 19,075 17,179 16,613 15,648 14,160 13,071 12,468 11,307 

 
一 般 会 計 19,681 18,864 16,989 16,441 15,493 14,140 13,055 12,456 11,299 

温泉事業会計 48 40 32 28 24 20 16 12 8 

簡易水道事業会計 3,870 4,103 3,902 3,893 3,501 3,456 3,148 2,820 2,663 

公共下水道事業会計 7,084 6,672 6,226 5,804 5,386 4,996 4,524 4,088 3,707 

集落排水事業会計 2,683 2,737 2,645 2,518 2,337 2,162 1,988 1,817 1,651 

宅地造成事業会計        92 0 

上水道事業会計 1,860 1,784 2,115 2,243 2,552 2,455 2,487 2,514 2,399 

国保病院事業会計 1,101 1,090 1,032 990 930 874 857 819 817 

合 計 36,511 35,461 33,099 32,061 30,354 28,103 26,075 24,618 22,544 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

普通会計の町債現在高は、平成２４年度末人口１人当たり現在高を類似団体平均と比

べてみると約 1.７倍と高くなっていますので、将来の公債費負担の軽減のため引き続き

縮減が必要です。 

区分 
平成２４年度末人口１人当たり現在高 

越前町 K 類似団体平均 L 対比 K/L 

普通会計 528,216円 317,071円 1.7 

 

町債現在高の推移 
（百万円） 
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⑺ 財政指標 

① 実質公債費比率 

実質公債費比率（３か年平均）は、町債の繰上償還や金利の低い資金への借り換え、

計画的な発行により返済額が減少してきたため年々低下し、平成２５年度ではピーク

時の平成１８年度と比べ１３．３ポイント改善し１１．５％となっています。 

実質公債費比率の推移             （単位：％） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

単 年 度 24.5 23.1 19.8 16.2 13.2 12.8 11.7 10.9 12.1 

３ か 年 平 均 24.2 24.8 22.5 19.7 16.4 14.0 12.7 11.8 11.5 

県 内 市 町 平 均 14.4 15.2 13.8 13.9 13.5 12.8 12.1 11.3 10.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

実質公債費比率は、平成２４年度比率を類似団体平均と比べると 2.6 ポイント高くな

っています。 

この比率が高いほど、財政運営に対する町債の返済等の負担が大きいことになります

ので、将来の公債費を抑制し、良好な数値の維持が必要です。 

区分 
平成２４年度比率 

越前町 C 類似団体平均 D 対比 C-D 

実質公債費比率 11.8％ 9.2％ 2.6ポイント 

 

 

 

 

 

実質公債費比率（３か年平均）の推移 （％） 
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② 将来負担比率 

将来負担比率は、平成２５年度では平成１９年度と比べ１１７．４ポイント改善し

３４．０％で県内市町平均より良好となりました。 

将来負担比率の推移             （単位：％） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

当 年 度   151.4 140.5 123.1 95.2 81.2 56.6 34.0 

県 内 市 町 平 均   119.2 102.5 92.5 75.1 66.3 56.2 50.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

将来負担比率は、この比率が高いほど、現在背負っている町債の返済等が将来の財政

運営を圧迫する程度が高いことになりますので、将来負担しなければならない町債の現

在高や職員の退職手当支給予定額等の将来負担額を推計し、適正な数値の維持が必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来負担比率の推移 
（％） 
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③ 経常収支比率 

経常収支比率は、平成２４年度までは低下を続けてきましたが、平成２５年度では

扶助費や公債費等の経常経費が増加する一方で、町税や普通交付税等の経常一般財源

が減少したため上昇に転じ８８．４％となっています。 

経常収支比率の推移             （単位：％） 

区 分 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

当 年 度 96.3 95.1 89.4 90.1 88.1 88.7 87.4 85.1 88.4 

義
務
的
経
費 

人 件 費 22.5 23.2 22.4 22.2 22.1 21.6 21.6 20.8 21.6 

扶 助 費 4.7 5.5 5.5 5.4 5.6 6.5 6.2 6.5 7.0 

公 債 費 27.3 27.0 23.5 24.5 22.9 22.7 21.7 20.0 20.8 

そ
の
他
の
経
費 

物 件 費 10.9 12.2 11.5 10.9 10.9 11.0 11.6 11.4 12.2 

維持補修費 2.1 1.6 1.4 1.3 1.4 1.9 1.6 1.7 1.5 

補 助 費 等 13.6 13.5 13.8 14.2 13.8 13.8 13.8 13.9 14.6 

繰 出 金 15.2 12.1 11.3 11.6 11.4 11.2 10.7 10.7 11.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

経常収支比率は、平成２４年度比率を類似団体平均と比べると 2.1 ポイント低くなっ

ていますが、今後、平成２７年度から始まる普通交付税の合併算定替による増加額の段

階的縮減等により、比率が悪化し、財政構造がこれまで以上に硬直化することが見込ま

れますので、経常経費の更なる削減が必要です。 

区分 
平成２４年度比率 

越前町 C 類似団体平均 D 対比 C-D 

経常収支比率 85.1％ 87.2％ ▲2.1ポイント 

 

経常収支比率（義務的経費）の推移 
（％） 

経常収支比率の推移 （％） 

（％） 

経常収支比率（その他の経費）の推移 
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⑻ 普通交付税の合併算定替による増加額の段階的縮減 

合併市町村の普通交付税は、合併後１０年間は合併前の旧市町村がそのまま存続した

ものとして合併前の旧市町村ごとに算定した額の合算額となります。１１年目から１５

年目までの５年間は合併算定替による増加額が段階的に縮減されます。１６年目からは

合併算定替の増加額がなくなり合併市町村として一本算定した額となります。 

越前町では、平成２６年度までは合併前の朝日町・宮崎村・越前町・織田町ごとに算

定した額の合算額です。平成２７年度から平成３１年度までの５年間は約１４億円（平

成２６年度交付額ベース）の合併算定替による増加額が段階的に縮減されます。平成  

３２年度からは合併算定替による増加額がなくなり一本算定額となります。 

これにより平成３１年度の普通交付税は、平成２６年度と比べ計画期間中の一本算定

の増加額と合わせ約１２億円が減少すると試算しています。 

普通交付税の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

平成２７年度から始まる合併算定替による増加額の段階的縮減及び平成３２年度から

の一本算定により大幅な減少が見込まれる中で、これに対処するため、これに代わる新

たな財源をすべて確保することは困難ですので、更なる歳出削減により歳入に見合う歳

出構造への転換が必要です。 

 

 

 

 

（単位：百万円）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 増減
（決算） （決算） （決算） （決算見込） （試算） （試算） （試算） （試算） （試算） （試算） （試算）

① ② ②-①

合併算定替による増加額 1,452 1,473 1,533 1,390 1,166 695 482 268 55 0 ▲ 1,335

一本算定額 4,337 4,099 4,030 4,211 3,834 4,005 4,118 4,332 4,345 3,600 134

合計 5,789 5,572 5,563 5,601 5,000 4,700 4,600 4,600 4,400 3,600 ▲ 1,201

区分

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

4,337 4,099 4,030 4,211
3,834 4,005 4,118 4,332 4,345

3,600

1,452
1,473 1,533 1,390

1,166 695 482 268 55

0

一本算定額 合併算定替による増加額
（百万円）

平成１７年度～平成２６年度

（１０年間）

平成２７年度～平成３１年度

（５年間）

合併算定替保障期間 合併算定替段階的縮減期間

合併算定替による増加額×0.9

合併算定替適用期間 一本算定

合併算定替による増加額×0.7

合併算定替による増加額×0.5
合併算定替による増加額×0.3

合併算定替による増加額×0.1

合併算定替

適 用 期 間

終 了に よる

減 少 額
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５ 普通会計の現状（健全化方策実施前）の財政収支見通し  
普通会計の平成２６年度決算見込及び平成２７年度から平成３１年度までの５年間の

財政収支見通しは、下表のとおりです。 

この財政収支見通しは、現行の行政サービスの水準を維持するとともに、現時点で計

画されている普通建設事業等の政策的事業を実施し、このまま財政運営を継続した場合

の試算です。 

収支では、平成２７年度で５億１千万円、平成２７年度を含めた平成３１年度までの

５年間で２６億７千７百万円の大きな収支不足額が見込まれます。 

財政指標では、財政調整基金は各年度の収支不足見込額を財政調整基金繰入金（取崩

額）により補てんすると平成３１年度末で枯渇することが見込まれます。 

実質公債費比率は、普通交付税等の一般財源の減少により上昇し悪化することが見込

まれます。 

経常収支比率は、計画期間中９０％を上回る高い比率となることが見込まれます。 

 

普通会計の現状（健全化方策実施前）の財政収支見通し 

歳入                                      （単位：百万円） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

一 般 財 源 10,179 8,820 8,401 8,291 8,291 8,081 

 

町 税 2,206 2,206 2,206 2,206 2,206 2,206 

地 方 譲 与 税 108 103 103 103 103 103 

交 付 金 299 422 422 422 422 422 

地 方 交 付 税 6,201 5,600 5,300 5,200 5,200 5,000 

 
普 通 交 付 税 5,601 5,000 4,700 4,600 4,600 4,400 

特 別 交 付 税 600 600 600 600 600 600 

繰 越 金 896 80     

町債(臨時財政対策債)ａ 469 409 370 360 360 350 

特 定 財 源 4,058 4,268 4,082 4,297 4,049 3,053 

 

分 担 金 ・ 負 担 金 141 108 109 108 108 108 

使 用 料 ・ 手 数 料 222 200 200 200 200 200 

国 県 支 出 金 2,496 2,018 1,974 1,917 1,840 1,662 

財 産 収 入 100 93 186 139 116 91 

寄 附 金 2 1 1 1 1 1 

繰入金(財政調整基金を除く) 55 193 180 52 52 52 

諸 収 入 271 255 255 284 253 253 

町債(臨時財政対策債を除く) 771 1,400 1,177 1,596 1,479 686 

収 入 合 計 ① 14,237 13,088 12,483 12,588 12,340 11,134 

 うち経常一般財源等ｂ 8,214 7,731 7,431 7,331 7,331 7,131 
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歳出                                      （単位：百万円） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

義 務 的 経 費 5,847 5,665 5,220 5,055 5,152 4,994 

 

人 件 費 2,135 2,114 1,938 1,908 1,884 1,819 

扶 助 費 1,812 1,777 1,716 1,730 1,741 1,753 

公 債 費 1,900 1,774 1,566 1,417 1,527 1,422 

 
元 金 1,772 1,654 1,446 1,297 1,402 1,291 

利 子 128 120 120 120 125 131 

投 資 的 経 費 2,116 2,363 2,575 2,493 2,351 1,249 

 
普 通 建 設 事 業 費 2,091 2,363 2,575 2,493 2,351 1,249 

災 害 復 旧 事 業 費 25      

そ の 他 の 経 費 6,194 5,570 5,414 5,433 5,395 5,385 

 物 件 費 1,524 1,592 1,531 1,529 1,527 1,526 

維 持 補 修 費 179 150 150 150 150 150 

補 助 費 等 2,025 1,959 1,946 1,930 1,921 1,914 

積 立 金 832 172 53 52 51 51 

投資・出資金・貸付金 42 42 42 42 42 42 

繰 出 金 1,592 1,655 1,692 1,730 1,704 1,702 

支 出 合 計 ② 14,157 13,598 13,209 12,981 12,898 11,628 

 うち経常経費充当一般財源等ｃ 7,994 7,847 7,433 7,272 7,340 7,175 

収支                                      （単位：百万円） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

収 支 ①－②＝③ 80 ▲510 ▲726 ▲393 ▲558 ▲494 

財政調整基金繰入金(取崩額) ④ 0 510 726 393 558 437 

最 終 収 支 ③＋④＝⑤ 80 0 0 0 0 ▲57 

27年度から 31年度までの収支③計（収支不足見込額計） ▲2,681 

※ 最終収支⑤は、収支③の不足見込額を財政調整基金繰入金(取崩額)により補てんした後の収支です。 

財政指標                                  （単位：百万円、％） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

基礎的財政収支(プライマリー・バランス) 660 ▲35 19 ▲539 ▲312 386 

財政調整基金 

繰入金(取崩額)  ▲510 ▲726 ▲393 ▲558 ▲437 

積 立 金 526 3 3 2 1 1 

年度末現在高 2,614 2,107 1,384 993 436 0 

減 債 基 金 

繰入金(取崩額) 
      

積 立 金 100      

年度末現在高 299 299 299 299 299 299 

町 債 

( 全 会 計 ) 

発 行 額 1,484 1,879 1,587 2,077 2,021 1,168 

元金償還金 2,733 2,593 2,350 2,174 2,250 2,042 

年度末現在高 21,295 20,581 19,818 19,721 19,492 18,618 

経常収支比率ｃ/(ａ＋ｂ)×100 92.1 96.4 95.3 94.6 95.4 95.9 

実質公債費比率(3か年平均） 11.0 11.3 10.9 11.4 12.1 12.9 

※ 基礎的財政収支(プライマリー・バランス) 

＝歳出：公債費(元金＋利子)－{歳入：町債(臨時財政対策債)＋町債(臨時財政対策債を除く)} 
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［試算方法］ 

１ 対象会計 

普通会計（一般会計、温泉事業特別会計、農林漁業体験実習館事業特別会計、土地区画整理事業特別会

計を合わせた会計） 

２ 試算期間 

平成２７年度から平成３１年度までの５年間 

３ 前提条件 

① 現行制度は、そのまま継続する。ただし、試算期間内に現行制度の改正又は変更が決定されていると

きは、これを見込む。 

② 平成２６年度は、決算見込額とする。 

③ 平成２７年度から平成３１年度までは、平成２７度当初予算額をベースに試算した収支見込額とする。 

④ 「歳入」の繰入金は、収支不足見込額を補てんする財政調整基金繰入金（取崩額）を見込まず、財政

調整基金繰入金（取崩額）は、「収支」において見込む。 

４ 費目別推計方法 

歳入 

区 分 推計方法 

町 税 ・税目ごとに現時点で決定されている税制改正を考慮し推計 

地 方 譲 与 税 ・平成 27年度当初予算額と同額で推計 

交 付 金 ・平成 27年度当初予算額と同額で推計 

地 方 交 付 税 

・普通交付税は平成 27 年度からの合併算定替の増加額の段階的縮減、町債と連動

した基準財政需要額の事業費補正と公債費及び国における減少率を考慮し推計 

・特別交付税は国における減少率を考慮し推計 

国 県 支 出 金 ・個別の事業計画と連動した増減を見込み推計 

町 債 
・個別の事業計画から積み上げて推計 

・臨時財政対策債は普通交付税推計額をベースに推計 

そ の 他 

・分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、諸収入は平成 27 年度予算額をベ

ースに個別の事業計画を考慮し推計 

・寄附金は平成 27年度当初予算額と同額で推計 

歳出 

区 分 推計方法 

人 件 費 
・職員給与費は平成 26年度決算見込額をベースに各年度の職員数により推計 

・議員報酬・委員報酬・特別職給与は平成 27年度当初予算額と同額で推計 

扶 助 費 ・平成 27年度当初予算額をベースに対象人数等の増減を見込み推計 

公 債 費 ・既借入の町債の償還予定額に新規借入計画の町債の償還予定額を加算して推計 

普通建設事業費 ・個別の事業計画を積み上げて推計 

物 件 費 ・平成 27年度当初予算額をベースに個別の経費の増減を見込み推計 

維 持 補 修 費 ・平成 27年度当初予算額をベースに推計 

補 助 費 等 ・平成 27年度当初予算額をベースに個別の経費の増減を見込み推計 

繰 出 金 ・各特別会計・各事業会計の収支計画により推計 

そ の 他 
・積立金は各基金の積立てを見込み推計 

・投資・出資金・貸付金は平成 27年度当初予算額と同額で推計  
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６ 健全化目標                  
財政の健全運営の下で将来にわたり安定的かつ効果的な行政サービスの提供は、町の

責務です。財政が破綻に向かったのでは、この責務を果たすことができません。 

このため、財政の健全運営に向けて、次の６つの項目を計画期間中の健全化目標とし

ます。 

 

  財政収支（フロー） 
❶ 単年度収支不足は、解消します。 

❷ 財政調整基金現在高は、標準財政規模の２０％以上を確保します。 

❸ 経常収支比率は、９０％以下を目指します。 

  資産負債（ストック） 
❹ 町債現在高は、各年度で全会計を合わせ前年度を上回らないこととします。 

❺ 平成３１年度末に目指す町債現在高は、全会計を合わせ１８０億円以下とします。 

❻ 実質公債費比率（３か年平均）は、１５％以下とします。 

 

［目標設定の理由］ 

  財政収支（フロー） 
❶ 単年度収支は、均衡が必須です。このため、歳入に見合う歳出構造への転換により、

単年度収支不足の解消を目標に設定します。 

❷ 財政収支は、平成２７年度から平成３１年度までの合併算定替による増加額の段階

的縮減及び平成３２年度からの一本算定による普通交付税の大幅な減少に備える必要

があります。このため、財政調整基金現在高は、計画的な取崩しと積立てにより、標

準財政規模（町税、地方譲与税、交付金、地方交付税、臨時財政対策債を合わせた額）

の２０％以上の確保を目標に設定します。 

❸ 財政運営は、歳入で経常一般財源の大半をなす普通交付税が大幅に減少し硬直化す

ることが見込まれます。このため、経常収支比率は、歳出で経常一般財源が充当され

る経常経費の削減により、９０％以下を目指すことを目標に設定します。 

 

  資産負債（ストック） 
❹ 公債費負担の軽減は、後年度に向けた町債現在高の縮減が必要です。このため、年

度末町債現在高は、町債の計画的発行により、全会計で前年度末を上回らないことを

目標に設定します。 

❺ 町債現在高の増加は、公債費負担の増大につながります。このため、平成３１年度

末に目指す町債現在高は、計画期間中の町債発行の抑制により、全会計で１８０億円

以下を目標に設定します。 

❻ 公債費負担の増大は、財政運営の悪化を招きます。このため、実質公債費比率（３

か年平均）は、町債の計画的発行と町債現在高の縮減により、１５％以下を目標に設

定します。 
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７ 健全化方策                  
⑴ 歳入確保 

① 町税徴収率の向上 

【滞納整理の強化】 

町税は、庁内組織の改編により賦課・徴収・収納業務を一元化した体制を整備しま

す。 

全庁体制での一斉徴収や福井県地方税滞納整理機構との共同徴収により滞納整理を

強化し徴収率を向上します。 

② 受益者負担の適正化 

【負担金・使用料・手数料の見直し】 

利益を受ける事業の負担金、公の施設の使用料、公共サービスの手数料等の受益者

負担は、受益者負担の原則及び負担の公平性の観点から、提供するサービスに見合う

適正な負担となるよう、受益者負担割合の明確化や減免制度の適正化により類似団体

との均衡を考慮し見直します。 

③ 未利用財産の有効活用 

【未利用財産の売却・貸付】 

利用計画がない普通財産として管理している土地等は、売却や貸付により有効に活

用します。 

④ 新たな歳入の確保 

【広告収入・自動販売機設置使用料の収入増】 

ホームページ・広報誌・封筒・公用車への有料広告の掲載や自動販売機設置への一

般競争入札の導入等により収入増を確保します。 
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⑵ 歳出削減 

内部努力の徹底 

① 人件費の抑制 

【職員定員の適正化】 

人件費は、簡素な組織改編と効率的な職員配置により職員定員の適正化を図ります。 

退職者に対する新規職員及び再任用職員・任期付職員の計画的採用による職員数の

削減、時間差出勤制度や早朝時間外勤務制度の導入及び振替休日の徹底による時間外

勤務手当の削減、テレワーク（ＩＣＴ（情報通信技術）を活用して時間や場所にとら

われずに在宅等で働くこと。）の導入による働き方の改革により職員給与を抑制します。 

② 公債費の抑制 

【町債の計画的借入と繰上償還】 

公債費は、町債の計画的借入と繰上償還により後年度の公債費負担を軽減します。 

一般会計・公営企業会計を合わせた全会計で公債費の適正比率を確保します。 

施策の重点化 

③ 投資的経費（普通建設事業費）の見直し 

【優先順位の決定と財源の確保】 

事業は、各種施策を着実に展開するため、まちづくりの現状や課題を把握分析し、

必要性、優先度、効果、管理費等の観点から事業を選択するとともに、事業実施の優

先順位を決定します。 

事業実施に当っては、国県制度や地方交付税による有利な財源を確保するとともに、

町債の計画的な借入に努め、後年度の公債費負担を軽減します。 

内部努力の徹底 

④ 物件費・維持補修費の削減 

【施設管理経費の削減】 

施設管理経費は、施設の統合・廃止、指定管理者制度による施設の運営、類似施設

の一元管理、施設の稼働率向上により削減します。 

中期的な施設管理では、事後的管理（施設の機能や性能に関する明らかな不都合が

生じてから修繕を行う管理手法）に加え、予防保全型維持管理（損傷が軽微である早

期段階に予防的な修繕等を実施することで機能の保持・回復を図る管理手法）の考え

方を取り入れ、施設の大規模修繕の回避と長寿命化により、トータルコスト（中長期

にわたる一定期間に要する公共施設の建設、管理、更新等に係る経費の合計）の平準

化を図ります。 

長期的な施設管理では、施設の状況を調査し、長期的な視点をもって更新・統廃合・

長寿命化を計画的に行うことにより、将来の施設管理経費の財政負担を削減するとと

もに公共施設の最適な配置を実現するため、「公共施設等総合管理計画」を策定します。 

【事務経費の削減】 

事務経費は、事務の簡素化・迅速化、職場のペーパーレス化、行政のＩＣＴ（情報

通信技術）化、公用車の適正配置、経費削減やサービス向上が可能な業務の民間委託

により削減します。 
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嘱託職員・臨時職員経費は、組織の改編や業務の改善により嘱託職員・臨時職員の

配置を見直し、正職員と嘱託職員・臨時職員を合わせた実質的な人件費を抑制します。 

補助金等の整理合理化 

⑤ 補助費等の見直し 

【補助金等の検証】 

各種団体の事業費や運営費及び政策的事業の負担金・補助金・交付金は、行政評価

により目的・内容・効果を検証し、拡充・統合・縮小・廃止等の見直しを行います。 

新規に補助金・交付金を創設する場合には、サンセット方式（補助金の終期を創設

時に設定し、期限到来時に継続・廃止を検討する方法）を導入するとともに、ペイア

ズユーゴー原則（新規事業の創設時に財源の確保と他の歳出の圧縮により収支の均衡

を保つこと。）を適用します。 

公営企業の経営健全化 

⑥ 繰出金の削減 

【基準外繰出金の削減】 

上下水道事業会計、簡易水道事業特別会計、公共下水道事業特別会計、集落排水事

業特別会計の公営企業会計への一般会計からの繰出金は、適正な料金収入の確保や施

設管理経費の削減、処理区域の統合等により、総務省が定める地方公営企業繰出し基

準の基準外繰出金を削減します。 
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⑶ 財政の効率化・透明化 

① 地方公会計の整備 

【財務書類の作成】 

現金主義会計では見えにくいコスト（費用）やストック（資産）を把握することで

財政運営の効率化を図るため、現金主義会計による予算・決算制度を補完するものと

して、ＩＣＴを活用した固定資産台帳の整備及び複式簿記の導入により統一的な基準

による財務書類を作成します。 

② 財務情報の開示 

【公開内容と公開方法の工夫】 

住民に対する説明責任を履行することで財政の透明化を図るため、公開内容と公開

方法を工夫し、ホームページや広報誌等によりわかりやすい財務情報の開示に努めま

す。 
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８ 健全化方策の取組内容と計画効果額       
⑴ 歳入確保                           （単位：百万円） 

健全化方策 取組内容 
計画効果額 

(27年度～31年度) 

①町税徴収率の

向上 

・ 庁内組織の改編による徴収体制の整備 

・ 全庁体制での一斉徴収、地方税滞納整理機構と

の共同徴収 

   20 

②受益者負担の

適正化 

・ 算定基準の見直し 

・ 減免対象・要件の統一 

負担金・使用

料・手数料ごと

に目的・性格・

受益範囲等に応

じ見直した額と

します。 

③未利用財産の

有効活用 
・ 遊休未利用地等の売却又は貸付    50 

④新たな歳入の

確保 

・ 有料広告の媒体拡大と掲載募集 

・ 自動販売機設置への一般競争入札の導入 
    5 

歳入確保計画効果額    75 
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⑵歳出削減                            （単位：百万円） 

健全化方策 取組内容 
計画効果額 

(27年度～31年度) 

①人件費の抑制 

・ 計画的な職員数の削減 

・ 時間外勤務手当の削減 

・ 働き方にテレワークの導入 

  227 

②公債費の抑制 
・ 町債の計画的借入と繰上償還 

・ 公債費の適正比率の確保 
  224 

③投資的経費（普

通建設事業費）

の見直し 

・ 事業の選択と事業実施の優先順位の決定 

・ 国県制度や地方交付税による有利な財源の確保 
  228 

④物件費・維持補

修費の削減 

（施設管理） 

・ 施設の統合・廃止 

・ 指定管理者制度による施設の運営 

・ 類似施設の一元管理 

・ 事後的管理から予防保全型維持管理への転換 

・ 「公共施設等総合管理計画」の策定 

（事務執行） 

・ 事務用品の節減、事務機器の適正配置 

・ 電算システムの最適導入・更新と保守管理経費

の削減 

・ 公用車台数の適正管理と削減 

・ 窓口業務等の民間委託 

・ 嘱託職員・臨時職員数の適正管理と削減 

  660 

⑤補助金等の見

直し 

・ 行政評価による目的、内容、効果の検証と拡充・

統合・廃止・縮小・廃止等の見直し 

・ 創設におけるサンセット方式の導入とペイアズ

ユーゴー原則の適用 

  801 

⑥繰出金の削減 

・ 上下水道使用料の見直し 

・ 上下水道施設管理の包括的民間委託 

・ 上下水道施設の統合 

・ 繰出し基準の基準外繰出金の削減 

  377 

歳出削減計画効果額 2,517 

 

健全化方策計画効果額 2,592 
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９ 普通会計の健全化方策実施後の財政収支見通し  
健全化目標を達成するため、健全化方策を実施し、目標効果額を健全化方策実施前の財

政収支見通しに反映させた普通会計の健全化方策実施後の財政収支見通しは、下表のとお

りです。 

普通会計の健全化方策実施後の財政収支見通し 

歳入                                      （単位：百万円） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

一 般 財 源 10,179 8,820 8,401 8,291 8,291 8,081 

 

町 税 2,206 2,206 2,206 2,206 2,206 2,206 

地 方 譲 与 税 108 103 103 103 103 103 

交 付 金 299 422 422 422 422 422 

地 方 交 付 税 6,201 5,600 5,300 5,200 5,200 5,000 

 
普 通 交 付 税 5,601 5,000 4,700 4,600 4,600 4,400 

特 別 交 付 税 600 600 600 600 600 600 

繰 越 金 896 80     

町債(臨時財政対策債)ａ 469 409 370 360 360 350 

特 定 財 源 4,058 4,504 4,036 4,344 4,051 3,055 

 

分 担 金 ・ 負 担 金 141 108 109 108 108 108 

使 用 料 ・ 手 数 料 222 200 200 200 200 200 

国 県 支 出 金 2,496 2,018 1,928 1,963 1,840 1,662 

財 産 収 入 100 93 186 139 116 91 

寄 附 金 2 1 1 1 1 1 

繰入金(財政調整基金を除く) 55 429 180 52 52 52 

諸 収 入 271 255 255 285 255 255 

町債(臨時財政対策債を除く) 771 1,400 1,177 1,596 1,479 686 

収 入 合 計 ① 14,237 13,324 12,437 12,635 12,342 11,136 

 うち経常一般財源等ｂ 8,214 7,731 7,431 7,331 7,331 7,131 
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歳出                                      （単位：百万円） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

義 務 的 経 費 5,847 5,899 5,112 4,948 5,046 4,889 

 

人 件 費 2,135 2,114 1,880 1,851 1,827 1,764 

扶 助 費 1,812 1,777 1,716 1,730 1,741 1,753 

公 債 費 1,900 2,008 1,516 1,367 1,478 1,372 

 
元 金 1,772 1,890 1,400 1,250 1,355 1,243 

利 子 128 118 116 117 123 129 

投 資 的 経 費 2,116 2,363 2,346 2,609 2,326 1,159 

 
普 通 建 設 事 業 費 2,091 2,363 2,346 2,609 2,326 1,159 

災 害 復 旧 事 業 費 25      

そ の 他 の 経 費 6,194 5,570 4,979 5,078 4,970 5,088 

 物 件 費 1,524 1,592 1,378 1,376 1,374 1,373 

維 持 補 修 費 179 150 138 138 138 138 

補 助 費 等 2,025 1,959 1,743 1,730 1,722 1,715 

積 立 金 832 172 83 164 81 205 

投資・出資金・貸付金 42 42 42 42 42 42 

繰 出 金 1,592 1,655 1,595 1,628 1,613 1,615 

支 出 合 計 ② 14,157 13,832 12,437 12,635 12,342 11,136 

 うち経常経費充当一般財源等ｃ 7,994 7,823 7,012 6,851 6,927 6,765 

収支                                      （単位：百万円） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

収 支 ①－②＝③ 80 ▲508 0 0 0 0 

財政調整基金繰入金(取崩額) ④  508     

最 終 収 支 ③＋④＝⑤ 80 0 0 0 0 0 

27年度から 31年度までの収支③計（収支不足見込額計） ▲508 

※ 最終収支⑤は、収支③の不足見込額を財政調整基金繰入金(取崩額)により補てんした後の収支です。 

財政指標                                  （単位：百万円、％） 

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

基礎的財政収支(プライマリー・バランス) 736 199 ▲31 ▲589 ▲361 336 

財政調整基金 

繰入金(取崩額)  ▲508     

積 立 金 526 3 33 114 31 155 

年度末現在高 2,614 2,109 2,142 2,256 2,287 2,442 

減 債 基 金 

繰入金(取崩額)  ▲236     

積 立 金 100      

年度末現在高 299 63 63 63 63 63 

町 債 

( 全 会 計 ) 

発 行 額 1,484 1,879 1,587 2,077 2,021 1,168 

元金償還金 2,733 2,830 2,304 2,127 2,203 1,994 

年度末現在高 21,295 20,344 19,627 19,577 19,395 18,569 

経常収支比率ｃ/(ａ＋ｂ)×100 92.1 96.1 89.9 89.1 90.1 90.4 

実質公債費比率(3か年平均） 11.0 11.1 10.5 10.7 11.3 12.1 

※ 基礎的財政収支(プライマリー・バランス) 

＝歳出：公債費(元金＋利子)－歳入：町債(臨時財政対策債)＋町債(臨時財政対策債を除く) 
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１０ 健全化方策実施後の健全化目標の推計      

  財政収支（フロー） 
❶ 単年度収支不足の解消 

単年度収支不足は、各年度の収支見通しを検証し、健全化方策を実施することによ

り解消します。 

単年度収支の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❷ 財政調整基金現在高の確保 

財政調整基金現在高は、歳入における町税や普通交付税等及び歳出における経費の

大きな変動により生じることが見込まれる単年度収支不足に対処できるよう一定額以

上を確保します。 

財政調整基金現在高の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政調整基金繰入金 

（百万円） 

（百万円） 

13,324 

508 

◆ ◆ ◆ ◆ 
◆ 

1,764 
1,681 1,659 1,659 1,617 

目標額 
一般財源の 
20％以上 
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❸ 経常収支比率の低減 

経常収支比率は、普通交付税の縮減に伴う経常一般財源の減少により上昇しないよ

う健全化方策実施前の比率を低減します。 

経常収支比率の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  将来負担（ストック） 
❹ 町債現在高の減少 

町債現在高は、各年度で全会計を合わせ前年度より増加することがないよう減少さ

せます。 

❺ 町債現在高の目標額 

平成３１年度末の町債現在高は、全会計を合わせ目標額の達成を目指します。 

町債現在高の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円） 

（％） 

目標額 180億円以下 

目標比率 90.0％以下 
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❻ 実質公債費比率（３か年平均）の抑制 

実質公債費比率（３か年平均）は、普通交付税の縮減に伴う経常一般財源の減少に

よる上昇を抑制し適正な比率を維持します。 

実質公債費比率（３か年平均）の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

目標比率 15.0％以下 


